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障害児通所支援における児童指導員等加配加算の取扱いについて 
 
 
 障害保健福祉行政の推進につきましては、日頃より御尽力を賜り厚く御礼申し上げま
す。 
 児童発達支援及び放課後等デイサービスについては、報酬告示（※１）において、指定
基準（※２）上必要な従業者の員数に加え、理学療法士等、児童指導員等又はその他の従
業者を配置している場合、児童指導員等加配加算を算定できることとされております。 
 今般、児童発達支援及び放課後等デイサービスにおける児童指導員等加配加算が適切
に算定されておらず、障害児通所給付費が過大に支給されている事例が、会計検査院の
検査により確認されました。その理由として、児童指導員等加配加算の要件の理解が十
分ではないことなどが挙げられており、会計検査院より、児童指導員等加配加算の要件
の周知徹底や、児童発達支援管理責任者の配置についての記載欄を設けた加算届の様式
を示すこと等について指摘があったところです（指摘事項の詳細は別紙１のとおり）。 
 つきましては、障害児通所支援における児童指導員等加配加算の要件に関する Q＆Aを
別紙２のとおり整理し、お示ししますので、内容について御了知いただくとともに、都
道府県、指定都市、中核市及び児童相談所設置市におかれては、 
 ○ 別紙２について、ホームページへの掲載や、事業所の指定・更新申請の機会又は

事業所への集団指導等の機会を捉え、管内の児童発達支援事業所及び放課後等デイ
サービス事業所（以下「事業所」という。）に対して継続的に周知すること 

 ○ 児童指導員等加配加算の届出様式について、別添のとおり、児童発達支援管理責
任者の員数を記載することとしたので、事業所に周知すること 

をお願いいたします。 
 なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に
基づく技術的助言であることを申し添えます。 
 

（※１）児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成 24 年厚

生労働省告示第 122 号） 

（※２）児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 24 年厚生労働省令第 15

号） 
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（別紙１） 

 

 

会計検査院検査による指摘事項（詳細） 

 

 

○ 11 都県及び 20 市区における、438 事業者の児童発達支援事業所又は放課後等デ

イサービス事業所（合計 537 事業所）における児童指導員等加配加算の算定状況等

を検査したところ、96 事業者の 119 事業所において、障害児通所給付費の算定に当

たり、児童発達支援管理責任者が配置されていない期間であるにもかかわらず、児

童指導員等加配加算として所定の単位数が加算されていた。 

 

○ 児童発達支援管理責任者が配置されていない期間に児童指導員等加配加算が算

定されていた理由として以下の理由が挙げられた。 

①  児童指導員等加配加算の要件の理解が十分でなかったことから、児童発達支

援管理責任者は算定基準等における児童指導員等加配加算の算定に必要な従業

者には含まれないと考えていたため、児童発達支援管理責任者を配置していな

い期間でも児童指導員等を所定の人数に加えて配置していれば、児童指導員等

加配加算を算定できると誤解していたため。 

②  加算届の様式には児童発達支援管理責任者の配置状況についての記載欄がな

いため、児童発達支援管理責任者を配置していない期間でも児童指導員等加配

加算を算定できると誤解していたため。 

③  児童指導員等加配加算の要件については理解していたものの、児童指導員等

加配加算を算定するに当たっての事業所における児童発達支援管理責任者の配

置状況の確認が十分でなかったため。 

 

○ 厚生労働省において、障害児通所給付費の算定等が適正に行われるよう、次のと

おり、是正の処置を要求し及び是正改善の処置を求める。 

 ① 返還手続が未済の事業所に対して、過大に算定されていた障害児通所給付費の

返還手続を行わせること。 

 ② 都道府県等に対して、Q＆A 等に記載するなどの方法により児童指導員等加配

加算の要件について周知徹底するとともに、児童発達支援管理責任者の配置につ

いての記載欄を設けた加算届の様式を示すなどした上で、児童指導員等加配加算

の算定に必要となる従業者を確認する際に事業所における児童発達支援管理責

任者の配置状況を確認するよう周知すること。 

 ③ 事業者に対して、都道府県等を通じるなどして、児童指導員等加配加算の要件

について周知徹底するとともに、児童指導員等加配加算の算定に必要となる従業

者を確認する際に事業所における児童発達支援管理責任者の配置状況を確認す

るよう周知すること。 

 

 



（別紙２） 
 

障害児通所支援における児童指導員等加配加算の要件に関する Q＆A  
 

 

問１ 児童指導員等加配加算は、児童発達支援給付費又は放課後等

デイサービス給付費の算定に必要となる従業者の員数に加え、

理学療法士・児童指導員等を常勤換算で１以上配置することが

要件とされているが、「算定に必要となる従業者」とは、10:2

等の割合で配置する必要がある児童指導員又は保育士のみを

指すのか。或いは、管理者や児童発達支援管理責任者等を含め

た、全ての職種を指すと考えるのか。 

 

（答） 

○ 指定基準に定める全ての職種を指したものである。よって、児童

指導員又は保育士が、指定基準で置くこととしている員数＋１名

の配置がされていても、児童発達支援管理責任者に欠如が生じて

いる等の場合は、本加算を算定することはできない。 

 

 

問２ 児童指導員等加配加算を算定する上で、児童発達支援管理責

任者が欠如していないことも要件になるとのことだが、児童発

達支援管理責任者が休暇により出勤していない場合、児童指導

員等加配加算の算定上、欠如とは考えない（児童発達支援給付

費又は放課後等デイサービス給付費の算定に必要となる従業

者の員数が満たされている）という理解で良いか。 

（答） 

○ 貴見のとおり。 

指定基準では、児童発達支援事業所又は放課後等デイサービス事

業所について、サービス提供時間帯を通じてサービス提供にあたる

ことまでは定めていないため、労働基準法等に定める休暇を取得す

る場合に、代わりの児童発達支援管理責任者を置くことまでは求め

ていない。 

 

 

 

 



 

 

問３ 児童指導員等加配加算の対象となる加配職員（理学療法士・

児童指導員等）を常勤で雇用したとき、当該常勤職員が休暇を

取得する場合、休暇を取得した日は加配職員が不在のため、児

童指導員等加配加算を算定できないと解するのか。 

（答） 

○ 児童指導員等加配加算は児童指導員等を常勤換算で１人以上配

置したときに算定できる。常勤職員の場合、有給休暇等を取得する

ときは欠如としては扱わない（常勤換算として計上できる）ので、

１週間を通じて常勤換算で１人以上の配置がされているなら、１

週間の各日の請求において児童指導員等加配加算を算定すること

は可能である。 

 

○ なお、暦月で一ヶ月を超えるような休暇となる場合はこの取扱

いは認められない点に留意すること。 

 

（参考）「障害福祉サービスに係るＱ＆Ａ（指定基準・報酬関係）（Ｖ

ＯＬ．２）」（平成 19 年 12 月 19 日付け事務連絡）問６ 

 



うち５年以上保育士の
員数（常勤換算）
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令和　　年　　月　　日

児童指導員等加配加算及び専門的支援加算に関する届出書

事業所・施設の名称

サービスの種別 ① 児童発達支援　　　　② 放課後等デイサービス　　　　③ ①・②の多機能

※対象月の勤務形態一覧表を添付すること。加配職員が当該加算の算定対象となる根拠資料（資格証等）を添付すること。

　１　異動区分 ①　新規　　　　　　　　　　　　②　変更　　　　　　　　　　　　　③　終了

　２　従業者の状況

単位① 単位②

基準人数の総数 A 人　 人　

従業者の総数 B（常勤換算）

うち児童発達支援管理責任者
の員数

人　 人　

うちその他の従業者の員数
（常勤換算）

人　 人　

うち５年以上児童指導員の
員数（常勤換算）

人　 人　

人　 人　

うち理学療法士等の員数
（常勤換算）

人　 人　

うち保育士の員数
（常勤換算）

人　 人　

人　 人　

うち児童指導員等の員数
（常勤換算）

人　 人　

うち児童発達支援管理責任者
の員数（常勤換算）

人　 人　

加配人数（B－A） 人　 人　

児童指導員等加配加算
算定対象者

ア　理学療法士等
イ　児童指導員等
ウ　その他の従業者

ア　理学療法士等
イ　児童指導員等
ウ　その他の従業者

専門的支援加算
算定対象者
（注）イ、ウは、児童発達支援の場合のみ選択
可能。

ア　理学療法士等（保育士を除く。）
イ　５年以上保育士
ウ　５年以上児童指導員

ア　理学療法士等（保育士を除く。）
イ　５年以上保育士
ウ　５年以上児童指導員

　「うち児童指導員等の員数（常勤換算）」には、サービス毎に配置されている児童指導員、手話通訳士、手話通訳者、強度行動障害支
援者養成研修（基礎研修）を修了した指導員の数を単位別に記載してください。

　「うち５年以上児童指導員の員数（常勤換算）」には、児童指導員の資格を得てから５年以上児童福祉事業に従事した経験を有する児
童指導員の数を単位別に記載してください。

　重度訪問介護従業者養成研修行動障害支援課程修了者又は行動援護従業者養成研修修了者を配置した場合には、強度行動障害支
援者養成研修（基礎研修）修了者と同等の扱いとします。

　算定対象者については、該当項目に○を付してください。

　「サービス種別」、「異動区分」欄については、該当する番号に○を付してください。

　「従業者の状況」には、サービス毎に単位を分けている場合は、児童指導員等の数を単位別に記載してください。

　多機能型（人員配置特例の利用なし）の場合は、「従業者の状況」単位①・②欄にそれぞれ児童発達支援と放課後等デイサービスの
「基準人数」等をそれぞれ記載してください。

　「うち理学療法士等の員数（常勤換算）」には、サービス毎に配置されている理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、保育士、心理療法
の技術を有する従業者又は視覚障害者の生活訓練の養成を行う研修を終了した従業者の数を単位別に記載してください。

　「うち保育士の員数（常勤換算）」には、理学療法士等の員数のうち、保育士の数を単位別に記載してください。

　「うち５年以上保育士の員数（常勤換算）」には、保育士の資格を得てから５年以上児童福祉事業に従事した経験を有する保育士の数を
単位別に記載してください。

　「基準人員の総数A」には、「児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令
第15号）」上、必要な従業者の総数を単位別に記載してください

　「うち児童発達支援管理責任者の員数（常勤換算）」には、サービス毎に配置されている児童発達支援管理責任者の数を単位別に記載
してください。


